
令和５年度

山　梨　市

３ 月 補 正 予 算 概 要



                           
. 



(単位：千円)

備　考

1 22,753,000 26,302,735 △ 2,881 26,299,854

2 4,495,834 4,497,917 4,497,917

3 543,005 547,240 26,440 573,680

4 18,516 18,516 18,516

5 59,786 60,623 2,719 63,342

6 4,169,645 4,305,942 △ 111,571 4,194,371

7 15,131 15,807 218 16,025

8 96,672 105,137 △ 800 104,337

32,151,589 35,853,917 △ 85,875 35,768,042

収 益 的 収 入 652,805 667,490 △ 2,715 664,775

支 出 635,624 632,381 △ 3,337 629,044

資 本 的 収 入 204,042 204,042 △ 16,354 187,688

支 出 398,273 398,273 △ 11,193 387,080

収 益 的 収 入 362,116 364,807 △ 894 363,913

支 出 362,116 364,103 △ 1,015 363,088

資 本 的 収 入 199,752 117,252 △ 178 117,074

支 出 288,017 205,517 △ 524 204,993

収 益 的 収 入 951,913 957,413 △ 9,990 947,423

支 出 951,913 957,413 △ 9,990 947,423

資 本 的 収 入 730,055 730,055 △ 48,937 681,118

支 出 1,015,760 1,015,760 △ 49,297 966,463

収 益 的 収 入 41,995 41,995 371 42,366

支 出 41,554 41,554 297 41,851

資 本 的 収 入 80 80 80

支 出 160 160 160

令和５年度３月補正予算総括

3月補正後予算額

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

3月補正予算額

一 般 会 計

2月専決補正後予算額当初予算額

病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

会　　　計　　　名

活 性 化 事 業 特 別 会 計

浄 化 槽 事 業 特 別 会 計

合 計

下水道事業会計

簡易水道事業会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

企

業

会

計

介 護 保 険 特 別 会 計

居 宅 介 護 予 防 支 援 事 業 特 別 会 計

交 通 ・ 火 災 災 害 共 済 事 業 特 別 会 計

特

別

会

計

－1－



－2－

（歳入） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

4 配 当 割 交 付 金 22,000 △ 2,000 20,000
9 地 方 特 例 交 付 金 27,000 5,000 32,000
12 分 担 金 及 び 負 担 金 160,880 △ 3,512 157,368
13 使 用 料 及 び 手 数 料 265,614 △ 4,975 260,639
14 国 庫 支 出 金 3,140,345 △ 28,424 3,111,921
15 県 支 出 金 1,278,744 △ 7,717 1,271,027
17 寄 附 金 4,175,001 10,000 4,185,001
18 繰 入 金 3,949,023 △ 183,272 3,765,751
19 繰 越 金 1,695,668 220,514 1,916,182
20 諸 収 入 294,018 △ 25,395 268,623
21 市 債 763,900 16,900 780,800

26,302,735 △ 2,881 26,299,854

（歳出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 議 会 費 171,080 △ 6,400 164,680
2 総 務 費 4,723,336 △ 77,617 4,645,719
3 民 生 費 6,660,339 41,512 6,701,851
4 衛 生 費 1,912,390 △ 26,517 1,885,873
6 農 林 水 産 業 費 744,748 120,887 865,635
7 商 工 費 670,549 12,685 683,234
8 土 木 費 1,919,687 △ 49,117 1,870,570
9 消 防 費 964,774 △ 42,678 922,096
10 教 育 費 1,671,513 14,914 1,686,427
11 災 害 復 旧 費 30,905 △ 550 30,355
12 公 債 費 2,445,132 2,445,132
13 諸 支 出 金 4,062,172 10,000 4,072,172

26,302,735 △ 2,881 26,299,854

令和５年度山梨市一般会計補正予算（第９号）

款

歳 入 合 計

款

歳 出 合 計



補正予算額

4 配当割交付金 △ 2,000

1 配当割交付金 △ 2,000

9 地方特例交付金 5,000

1 地方特例交付金 4,000

2
新型コロナウイルス感染
症対策地方税減収補填
特別交付金

1,000

12 分担金及び負担金 △ 3,512

1 負担金 △ 3,512

13 使用料及び手数料 △ 4,975

1 使用料 △ 2,100

2 手数料 △ 2,875

14 国庫支出金 △ 28,424

1 国庫負担金 57,211

2 国庫補助金 △ 85,635

15 県支出金 △ 7,717

1 県負担金 18,594

2 県補助金 △ 26,155

3 県委託金 △ 156

款 補　　　　　　正　　　　　　の　　　　　　概　　　　　　要項

・総務費国庫補助金　△61,506　・民生費国庫補助金　△1,666　・衛生費国庫補助金　△8,607

・民生費負担金　△4,189　・農林水産業費負担金　677

歳　　入　　予　　算　　の　　概　　要
（単位：千円）

・配当割交付金　△2,000

・地方特例交付金　4,000

・商工使用料　△1,400　・土木使用料　△700

・総務手数料　△2,875

・民生費国庫負担金　57,530　・衛生費国庫負担金　△319

・民生費県負担金　18,594

・総務費県補助金　△6,450　・民生費県補助金　10,011　・衛生費県補助金　2,275

・総務費県委託金　△156

・新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金　1,000

・土木費国庫補助金　△8,558　・消防費国庫補助金　△4,155　・教育費国庫補助金　△1,143

・教育費県補助金　△243

・農林水産業費県補助金　△27,272　・商工費県補助金　△884　・土木費県補助金　△3,592

－3－



－4－

補正予算額

17 寄附金 10,000

1 寄附金 10,000

18 繰入金 △ 183,272

1 基金繰入金 △ 183,272

19 繰越金 220,514

1 繰越金 220,514

20 諸収入 △ 25,395

4 雑入 △ 25,062

6 他団体補助金 △ 333

21 市債 16,900

1 市債 16,900

△ 2,881歳　　　入　　　合　　　計

・指定寄附金　10,000

・基金繰入金　△183,272

・繰越金　220,514

・雑入　△25,062

款 項 補　　　　　　正　　　　　　の　　　　　　概　　　　　　要

・民間企業補助金　△333

・緊急防災・減災事業債　△2,900

（単位：千円）

・農林水産業債　55,100　・土木債　△24,000　・過疎対策事業債　△11,300



補正予算額

1 議会費 △ 6,400

1 議会費 △ 6,400

2 総務費 △ 77,617

1 総務管理費 △ 64,020

2 徴税費 294

3 戸籍住民基本台帳費 △ 13,891

3 民生費 41,512

1 社会福祉費 △ 16,720

2 児童福祉費 28,192

3 生活保護費 30,000

4 国民年金事務取扱費 40

4 衛生費 △ 26,517

1 保健衛生費 △ 17,692

2 清掃費 △ 8,825

6 農林水産業費 120,887

1 農業費 130,953

2 林業費 △ 4,730

3 市有林管理費 △ 1,696

4 国土調査費 △ 3,640

款

・特別職給与費　70　・一般管理職員給与費　△40,210　・一般管理費　2,067　・広聴広報費

・税務総務職員給与費　590　・税務総務費　4,530　・賦課徴収費　△4,826

項

・後期高齢者医療費　△4,162

・障害者自立支援認定調査費　405　・障害者自立支援費　45,955　・老人福祉費　△23,744

・児童手当費　△33,000　・児童扶養手当費　△11,100　・保育所費　2,521

・子育て支援費　△3,734

・母子保健費　△2,035　・環境衛生職員給与費　30　・環境衛生費　△2,337　・環境保全費　△525

・農地費　△3,868　・団体営土地改良事業費　△3,750　・県営土地改良事業費　150,225

・農業委員会費　1,272　・農業総務職員給与費　△690　・農業振興費　△12,236

・林業振興費　△4,730

・市有林整備事業費　△1,696

・地籍調査費　△3,640

・戸籍住民基本台帳職員給与費　・戸籍住民基本台帳費　△13,891

補　　　　　　正　　　　　　の　　　　　　概　　　　　　要

歳　　出　　予　　算　　の　　概　　要
（単位：千円）

・議員報酬等　△6,220　・議会費　△180

・区政運営費　△924　・市民バス運行費　△1,500　・諸費　1,108

・財産管理費　△4,891　・企画費　△9,590　・国内・国際交流費　△1,077　・情報政策費　△9,073

・社会福祉総務職員給与費　20　・社会福祉総務費　△34,507　・障害者福祉費　△687

・児童福祉総務職員給与費　960　・児童福祉総務費　△2,240　・児童運営費　74,785

・扶助費　30,000

・国民年金事務取扱費　40

・保健衛生総務職員給与費　△4,100　・保健衛生総務費　297　・予防費　△9,022

・ごみ処理施設整備事業費　△8,825

－5－



－6－

補正予算額

7 商工費 12,685

1 商工費 12,685

8 土木費 △ 49,117

1 土木管理費 △ 2,365

2 道路橋梁費 △ 18,014

3 河川費 △ 3,029

4 都市計画費 △ 6,415

5 住宅費 △ 19,294

9 消防費 △ 42,678

1 消防費 △ 42,678

10 教育費 14,914

1 教育総務費 △ 12,800

2 小学校費 38,273

3 中学校費 △ 371

4 幼稚園費 410

5 社会教育費 △ 2,726

6 保健体育費 △ 7,872

11 災害復旧費 △ 550

2 公共土木施設災害復旧費 △ 550

12 公債費

1 公債費

13 諸支出金 10,000

1 基金費 10,000

△ 2,881歳　　　出　　　合　　　計

・基金積立金　10,000

款 項

・住宅管理費　△19,294

補　　　　　　正　　　　　　の　　　　　　概　　　　　　要

・小原東東後屋敷線改良職員給与費　10

（単位：千円）

・元金

・つつじ幼稚園費　200　・給食費　210

・河川等改良費　△3,029　・水防費

・常備消防費　・非常備消防費　△760　・消防団員等福祉費　△3,787　・消防施設費　△33,900

・教育委員会特別職給与費　40　・教育委員会職員給与費　40　・教育委員会費　△12,880

・学校管理費　1,320　・教育振興費　36,653　・スクールバス運行事業費　300

・保健体育総務職員給与費　△300　・保健体育総務費　250　・体育施設費　△6,992

・社会教育総務職員給与費　△400　・社会教育総務費　2,410　・生涯学習推進費　△568

・山梨市駅南地域整備事業費　△2,646　・下水道費　1,911　・万葉温泉管理費　△1,200

・図書館費　15

・統括公民館費　△100　・地区公民館費　300　・社会教育施設費　△3,485　・文化財保護費　△898

・学校管理費　365　・教育振興費　△2,646　・スクールバス運行事業費　1,910

・道路維持費　△6,273　・道路建設改良職員給与費　1,080　・道路建設改良費　△12,831

・都市計画総務職員給与費　20　・都市計画総務費　△4,500

・商工総務費　60　・観光職員給与費　490　・観光費　12,135

・土木総務職員給与費　30　・土木総務費　△2,395

・災害対策費　△1,691　・防災無線管理費　△2,540

・学校給食職員給与費　△1,000　・学校給食費　170

・土木施設災害復旧費　△550



（歳入） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

2 使 用 料 及 び 手 数 料 400 △ 210 190
3 国 庫 支 出 金 1 211 212
6 繰 入 金 416,575 △ 131,167 285,408
7 繰 越 金 2,485 131,166 133,651

4,497,917 4,497,917

（歳出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 総 務 費 50,765 50,765
3 国民健康保険事業費納付金 1,231,653 1,231,653

4,497,917 4,497,917

令和５年度山梨市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

款

歳 入 合 計

款

歳 出 合 計

－7－



－8－

（歳入） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 後期高齢者医療保険料 413,371 28,863 442,234
3 繰 入 金 123,451 △ 4,162 119,289
4 繰 越 金 1 1,739 1,740

547,240 26,440 573,680

（歳出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 総 務 費 6,383 △ 693 5,690
2 後期高齢者医療広域連合納付金 518,369 27,133 545,502

547,240 26,440 573,680

（歳入） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

2 使 用 料 及 び 手 数 料 25,322 795 26,117
3 繰 入 金 35,238 1,576 36,814
5 諸 収 入 17 348 365

60,623 2,719 63,342

（歳出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 総 務 費 40,334 2,719 43,053
60,623 2,719 63,342

令和５年度山梨市浄化槽事業特別会計補正予算（第３号）

款

歳 入 合 計

款

歳 出 合 計

令和５年度山梨市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

款

歳 入 合 計

款

歳 出 合 計



（歳入） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

4 国 庫 支 出 金 995,994 △ 52,297 943,697
5 支 払 基 金 交 付 金 1,065,622 △ 132,243 933,379
6 県 支 出 金 575,165 △ 31,737 543,428
8 繰 入 金 720,049 △ 21,785 698,264
9 繰 越 金 120,848 126,491 247,339

4,305,942 △ 111,571 4,194,371

（歳出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 総 務 費 166,312 200 166,512
2 保 険 給 付 費 3,868,922 △ 188,330 3,680,592
3 地 域 支 援 事 業 費 148,437 △ 16,690 131,747

4 基 金 積 立 金 2 93,249 93,251
4,305,942 △ 111,571 4,194,371

（歳入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 サ ー ビ ス 収 入 10,836 218 11,054

15,807 218 16,025

（歳出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

2 事 業 費 8,208 218 8,426
15,807 218 16,025

款

令和５年度山梨市介護保険特別会計補正予算（第３号）

歳 出 合 計

令和５年度山梨市居宅介護予防支援事業特別会計補正予算（第３号）

歳 入 合 計

款

歳 入 合 計

款

歳 出 合 計

款

－9－



－10－

（歳入） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 使 用 料 及 び 手 数 料 39,005 △ 12,500 26,505
2 繰 入 金 56,334 13,160 69,494
3 諸 収 入 9,798 △ 1,460 8,338

105,137 △ 800 104,337

（歳出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 総 務 費 105,086 △ 800 104,286
105,137 △ 800 104,337歳 出 合 計

款

歳 入 合 計

款

令和５年度山梨市活性化事業特別会計補正予算（第３号）



収益的収入及び支出
（収入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 水 道 事 業 収 益 667,490 △ 2,715 664,775

（支出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 水 道 事 業 費 用 632,381 △ 3,337 629,044

資本的収入及び支出
（収入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 資 本 的 収 入 204,042 △ 16,354 187,688

（支出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 資 本 的 支 出 398,273 △ 11,193 387,080

款

款

令和５年度山梨市水道事業会計補正予算（第３号）

款

款

－11－



－12－

収益的収入及び支出
（収入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 簡 易 水 道 事 業 収 益 364,807 △ 894 363,913

（支出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 簡 易 水 道 事 業 費 用 364,103 △ 1,015 363,088

資本的収入及び支出
（収入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 資 本 的 収 入 117,252 △ 178 117,074

（支出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 資 本 的 支 出 205,517 △ 524 204,993

款

款

款

令和５年度山梨市簡易水道事業会計補正予算（第４号）

款



収益的収入及び支出
（収入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 下 水 道 事 業 収 益 957,413 △ 9,990 947,423

（支出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 下 水 道 事 業 費 用 957,413 △ 9,990 947,423

資本的収入及び支出
（収入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 下水道事業資本的収入 730,055 △ 48,937 681,118

（支出） （単位:千円）
補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明

1 下水道事業資本的支出 1,015,760 △ 49,297 966,463

収益的収入及び支出
（収入） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 病 院 事 業 収 益 41,995 371 42,366

（支出） （単位:千円）

補正前の予算額 補正予算額 計 説　　　明
1 病 院 事 業 費 用 41,554 297 41,851

令和５年度山梨市病院事業会計補正予算（第１号）

款

款

款

令和５年度山梨市下水道事業会計補正予算（第２号）

款

款

款
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　○この資料は、「山梨市まちづくり総合計画中期計画」の施策に沿って主要な
　　事業を整理したものです。

山梨市まちづくり総合計画中期計画

令和５年度３月補正予算の主要な施策概要一覧



                           
. 



【主要】 2 8

2 8

【主要】 2 8 9

【主要】 2 6

【主要】 2 8

【主要】 2 6

【主要】 9 11

　助成対象者見込数の減に伴う減額

　起債対象外経費分の財源更正

◇地域活性化農道整備事業 △ 14,672 △ 13,200 △ 1,472

・水路測量設計業務委託額の確定に伴う減額

◇桃サミット開催事業 △ 500 △ 500
・サミット開催負担金の確定に伴う減額

都 市 計 画 課
・加納岩小学校西通り線（第Ⅱ期）電線共同溝工事費（単費施工分）の精査による減額、及び

◇山梨市駅南地域整備事業 △ 2,646 △ 13,800 11,154

（２）魅力ある商工業のまち

△ 2,646

・米国産モモの輸入解禁要請に伴い、振興品種への改植及び高付加価値化に資する資材購入を支援

◇落合地区基盤整備事業 △ 3,750 △ 1,800 △ 600 △ 1,350

102,923

・岩手・日下部地区農道水路改修及び圃場整備事業　【増額分　69,610千円】
・北原地区農道水路整備及び圃場整備事業　【増額分　7,853千円】
・山梨西部・西部第二地区農道水路整備及び圃場整備事業　【増額分　44,184千円】

・今年度事業内容の精査及び国補正予算による事業費の増額
◇畑地帯総合整備事業 164,897 △ 7,456 68,900 530

・岩手・市川区間地域活性化農道整備事業　事業費精査による減額

・上岩下西部地区農道水路整備、鳥獣害防止施設設置及び圃場整備事業　【増額分　43,250千円】

農 林 課
・高収益作物栽培への転換を目的とした施設整備補助　助成対象者見込数の減に伴う減額

◇モモ産地競争力強化支援事業 8,876 8,876

SDGs
関連目標

担当課
国 県 地方債 その他 一般財源

令和５年度３月補正予算の主要な施策概要
（単位：千円）

ビジョン 方向性 予算額 事業名 事業費
財源内訳

　１．四季折々の色あいを大切に、にぎわいのある山梨市

（１）稼ぐ農業へ挑戦するまち

153,781
◇やまなし産地パワーアップ事業 △ 1,070 △ 1,070
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SDGs
関連目標

担当課
国 県 地方債 その他 一般財源

ビジョン 方向性 予算額 事業名 事業費
財源内訳

8
新

【主要】 8

8

【主要】 8 9 17

【主要】 4

【主要】 4 8

【主要】 3 11

3 11
・市民総合体育館アプローチ改修事業、高木伐採・剪定事業費の確定に伴う減額

△ 1,000
・牧丘Ｂ＆Ｇ海洋センター井戸ポンプ入替、屋内温水プール屋上防水修繕事業費の確定に伴う減額

◇市民総合体育館改修事業 △ 5,000 △ 5,000

◇体育施設設備改修事業 △ 1,000

△ 500
・特別展の見直しによる専門員報償の減額

総 合 政 策 課
・山梨市ワイン特区における小規模ワイナリー参入促進支援補助　申請見込数の減に伴う減額

・活性化事業特別会計（花かげの湯、鼓川温泉）における利用者見込数の減、業務委託費の増に伴う

（４）地域資源を活かした産業の創出に挑戦するまち

△ 500
◇ワイン特区推進事業 △ 500 △ 500

　一般会計からの繰出金の増額

◇市営温泉運営事業 13,160 13,160

◇道の駅みとみ活性化事業 △ 1,500 　 △ 1,500

△ 3,485 生 涯 学 習 課
・修繕事業費の確定に伴う減額

◇根津記念館運営事業 △ 500

　２．市民が手をつなぎ、教育と文化を育む山梨市

（１）地域と人々がつながるまち

△ 9,985
◇市民会館空調冷温水機修繕事業 △ 3,485

観 光 課
・事業計画の見直しによる延期に伴う減額

秘 書 課
・山梨市を舞台としたドラマ制作・市ＰＲ動画作成への協賛

（３）都市と自然の交流のまち

14,660
◇シティプロモーション事業 3,000 3,000



SDGs
関連目標

担当課
国 県 地方債 その他 一般財源

ビジョン 方向性 予算額 事業名 事業費
財源内訳

【主要】 4 10 16
 

4

新 4

4

1 3

3 4

1

4

4

4

1

子 育て支援課

　の精査による増額

・出生見込数の減、所得制限の対象となる者の増に伴う減額

・広域受託児童保育事業の利用者減に伴う減額

◇児童手当事業 △ 33,000 △ 22,800 △ 5,100 △ 5,100

・私立保育所等が実施する延長保育、一時預かり事業等の利用者増に伴う助成費の増額

◇市立保育園運営事業 △ 4,569 △ 3,933 △ 636

健 康 増 進 課

◇特別保育事業 3,182 1,590 1,592

・私立保育園、広域公立保育園、認定こども園の運営事業における公定価格の増額、施設種別ごとの利用者数

・出生見込数の減に伴う減額

◇特定教育・保育施設運営事業 70,907 38,696 26,246 △ 361 6,326

健 康 増 進 課
・産後ケア事業（宿泊型）6日分の費用増額、及び妊婦・新生児健診の対象見込数の減に伴う減額

◇健やか育児支援祝金事業 △ 3,000

　数学・さんすうデジタル教科書の購入

◇教育ゆめ基金積立金 10,000 10,000
・教育事業に資することを目的とした寄附金の基金への積立て

◇小学校25人学級対応事業 709 709

△ 1,077

△ 277 △ 2,723

◇母子保健事業 △ 2,035 96 △ 2,131

（３）未来の人材を育てるまち

53,277

△ 418 子 育て支援課
・出生見込数の減に伴う減額

　３．おなかの中から一生涯安心の山梨市

（１）安心して子どもを産み、育てられるまち

9,085
◇出産・子育て応援交付金事業 △ 2,500 △ 1,666 △ 416

・加納岩小、日下部小の4年生における25人学級対応のため児童・教員用備品の購入

◇教師用教科書・指導書購入事業 43,645 43,645
・令和6年度小学校教科書改訂に向けた教師用教科書及び指導書等の購入、並びに指定校以外の小中学校6校への

学 校 教 育 課

地域資源開発課
・スーシティ市交流20周年訪米事業等の事業費の確定による減額

◇国内・国際交流事業 △ 1,077
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SDGs
関連目標

担当課
国 県 地方債 その他 一般財源

ビジョン 方向性 予算額 事業名 事業費
財源内訳

1

【主要】 1 4

3

3

3

3

【主要】 3

10 16

1 3

1

・家族介護支援事業(配食サービス)、介護用品支給サービス事業の利用者増に伴う増額

介 護 保 険 課
△ 16,690

◇低所得世帯に対する物価高騰対策支援金給付事業

・介護予防や地域活動の支援（地域元気あっぷ教室、介護予防運動教室、口腔ケア教室事業等）事業費の
　精査による減額

◇介護保険任意事業 712 261 130 155 166

・介護予防サービス計画作成、ケアマネジメント等委託料の精査による減額

◇一般介護予防事業 △ 702 △ 176 △ 88 △ 350 △ 88

・訪問型・通所型サービス事業等の給付事業費の精査による減額

◇介護予防ケアマネジメント事業 △ 1,500 △ 375 △ 187 △ 750 △ 188

（２）突然の病気や介護に困らないまち

◇介護予防・日常生活支援サービス事業 △ 15,200 △ 3,800 △ 1,900 △ 7,600 △ 1,900

・小中学校要・準要保護就学援助、特別支援学級奨励事業の精査による減額
学 校 教 育 課

・手当支給対象者数の減に伴う減額
△ 7,400

◇就学助成経費（小学校・中学校） △ 8,800 △ 900 △ 7,900

◇児童扶養手当事業 △ 11,100 △ 3,700

・住民税非課税世帯などへの3万円給付事業　対象見込み4000件に対し実績3065件の精査による減額

・被保護者数の増加見込みに伴う扶助費の増額

△ 29,584 △ 29,584

11,490 福 祉 課
・障害介護給付事業、補装具支給事業の利用者の増に伴う増額

◇生活保護支給事業 30,000 22,500 7,500

◇障害者自立支援給付事業 45,955 22,977 11,488

（４）一人ひとりの個性が尊重されるまち

46,371

健 康 増 進 課
令和5年度春開始接種及び秋開始接種事業の精査による減額

（３）健康で生きがいをもって暮らせるまち

△ 9,022
◇新型コロナウイルスワクチン接種対策事業 △ 9,022 △ 9,022

子 育て支援課



SDGs
関連目標

担当課
国 県 地方債 その他 一般財源

ビジョン 方向性 予算額 事業名 事業費
財源内訳

10

【主要】 12 14

3 11 12

【主要】 11

【主要】 11 13 17

【主要】 11 17

11 17

【主要】 11

【主要】 11 13

【主要】 11 13
　 　 　

11 13

　

◇県営急傾斜地崩壊対策事業 △ 2,625 △ 2,300

建 設 課
・橋梁点検業務委託費、橋梁耐震長寿命化工事費、物件補償費及び他市への橋梁点検負担金の確定に伴う減額

◇橋梁長寿命化及び耐震化事業 △ 3,453 △ 3,453

△ 3,894 都 市 計 画 課
・木造住宅や建物、通学路や緊急輸送路に面するブロック塀等の耐震診断、耐震化・建替費用助成事業の

△ 325
・県営急傾斜地崩壊対策事業負担金の確定に伴う減額

　申請見込数の減に伴う減額

・デジタル波親局更新に併せ導入する防災アプリ運用の延期及びＣＡＴＶデータ放送無線連携の延期に伴う減額

・サイン看板設置箇所（当初　3件　→　変更後　2件）の減に伴う減額

◇消防団員等福祉事業 △ 3,787 △ 3,804 17
・団員退職報奨金の確定に伴う減額

・堀内区耐震貯水槽撤去新設工事の延期、岩手分団機動部詰所建設事業費の確定に伴う減額

・消防団員年間報酬額の確定に伴う減額

◇防災行政無線親局設備更新事業 △ 1,848 △ 1,848

◇消防施設整備事業 △ 33,300 △ 4,155 △ 2,900 △ 17,343 △ 8,902

◇消防団員活動費 △ 778 △ 778

・甲府・峡東ごみ処理施設事務組合負担金の確定に伴う減額

◇指定避難所サイン看板設置事業 △ 978 △ 394 △ 584 防災危機管理課

△ 2,150 地域資源開発課

（２）災害に強いまち

△ 65,421

◇住宅・建物耐震等診断・改修事業 △ 15,652 △ 8,166 △ 3,592

△ 157 環 境 課
・ワークショップ、学習イベント、講演会事業費の精査による減額

◇甲府・峡東クリーンセンター負担金 △ 8,825 △ 8,825

・移住支援金制度の申請見込数の減に伴う減額

△ 17,950

◇やまなしプラスチックフリープロジェクト事業 △ 525 △ 368

　４．機能性が高く、落ち着いた住環境の山梨市

（１）自然と農のある暮らしを提供できるまち

◇定住促進対策事業 △ 8,600 △ 6,450
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SDGs
関連目標

担当課
国 県 地方債 その他 一般財源

ビジョン 方向性 予算額 事業名 事業費
財源内訳

【主要】 11

11 15

　【助成金額　　不妊手術　…　15,000円　　去勢手術　…　10,000円】　

【主要】 9

【主要】 6 11

【主要】 11

8

【主要】 8

【主要】 16

【主要】 10

【主要】 16

税 務 課

△ 3,029
・水路敷地分筆登記測量業務委託費、物件補償費の確定に伴う減額

◇ＤＸ関連事業 △ 1,848 △ 1,848

秘 書 課
新ホームページ構築業務委託料の確定に伴う減額

◇航空写真撮影事業 △ 4,826 △ 4,826

◇ホームページリニューアル事業 △ 3,000

◇河川・水路改良事業 △ 3,029

1,800 農 林 課
・西保下治山工排水路整備工事費の確定に伴う減額

△ 333 △ 6,892 総 合 政 策 課
・情報系ネットワーク更新設計委託費、機器保守・賃借料の精査による減額

（４）生産性の高い市役所のあるまち

△ 21,927

・自治体チャットツール「ロゴチャット」使用環境の精査による減額

　５．市民が主役、役所が支える山梨市

（３）少数精鋭の市役所のあるまち

△ 9,073
◇庁内情報化推進事業 △ 7,225

建 設 課
・各市道改良工事における測量設計業務委託、改良工事費、土地購入費、物件補償費の精査による減額

環 境 課
・飼い主の有無を問わない猫の不妊・去勢手術費用の助成事業の増額（195匹分）

◇道路建設改良事業 △ 12,831 △ 7 △ 9,100 △ 1,683 △ 2,041

（４）生活インフラの充実したまち

△ 17,217
◇猫不妊・去勢手術助成事業 2,643 2,643

◇治山事業 △ 3,000 △ 4,800

市 民 課
・マイナンバーカード普及促進事業における人材派遣業務委託費の確定に伴う減額

・R6年度固定資産税評価替えに係る航空写真撮影業務委託費の確定に伴う減額

◇マイナンバーカード推進事業 △ 14,101 △ 14,192 91

△ 3,000

都 市 計 画 課
・土地区画整理事業調査、促進事業調査業務委託費の確定による減額

◇アザレアタウン整備推進事業 △ 4,000 △ 4,000



SDGsの17の目標と自治体行政の関係

目標1．あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打つ

自治体行政は貧困で生活に苦しむ人々を特定し、支援する上で最も適したポジションにいます。各自治体
においてすべての市民に必要最低限の暮らしが確保されるよう、きめ細やかな支援策が求められていま
す。

目標2．飢餓に終止符を打ち、食糧の安定確保と栄養状態の改善を達成するとともに、持続可能な農業を
推進する

自治体は土地や水資源を含む自然資産を活用して農業や畜産などの食料生産の支援を行うことが可能で
す。そのためにも適切な土地利用計画が不可欠です。公的・私的な土地で都市農業を含む食料生産活動を
推進し、安全な食料確保に貢献することもできます。

目標3．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

住民の健康維持は自治体の保健福祉行政の根幹です。国民皆保険制度の運営も住民の健康維持に貢献して
います。都市環境を良好に保つことによって住民の健康状態を維持・改善可能であるという研究成果も得
られています。

目標4．すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

教育の中でも特に義務教育等の初等教育においては自治体が果たすべき役割は非常に大きいといえます。
地域住民の知的レベルを引き上げるためにも、学校教育と社会教育の両面における自治体行政の取組は重
要です。

目標5．ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る

自治体による女性や子供等の弱者の人権を守る取組は大変重要です。また、自治体行政や社会システムに
ジェンダー平等を反映させるために行政職員や審議会委員等における女性の割合を増やすのも重要な取組
といえます。



目標6．すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な管理を確保する

安全で清潔な水へのアクセスは住民の日常生活を支える基盤です。水道事業は自治体の行政サービスとし
て提供されることが多く、水源地の環境保全を通して水質を良好に保つことも自治体の大事な責務です。

目標7．すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可能かつ近代的なエネルギーへのアクセスを確保する

公共建築物に対して率先して省/再エネを推進したり、住民が省/再エネ対策を推進する際に補助を出す
等、
安価かつ効率的で信頼性の高い持続可能なエネルギー源へのアクセスを増やすことも自治体の大きな役割
と
いえます。
目標8．すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生産的な完全雇用およびディー
セント・ワークを推進する

自治体は経済成長戦略の策定を通して地域経済の活性化や雇用の創出に直接的に関与することができま
す。
また、勤務環境の改善や社会サービスの制度整備を通して労働者の待遇を改善することも可能な立場にあ
り

目標9. レジリエントなインフラを整備し、包摂的で持続可能な産業化を推進するとともに、イノベー
ションの拡大を図る

自治体は地域のインフラ整備に対して極めて大きな役割を有しています。地域経済の活性化戦略の中に、
地元企業の支援などを盛り込むことで新たな産業やイノベーションを創出することにも貢献することがで
きます。

目標10．国内および国家間の不平等を是正する

差別や偏見の解消を推進する上でも自治体は主導的な役割を担うことができます。少数意見を吸い上げつ
つ、不公平・不平等のないまちづくりを行うことが求められています。



目標11．都市と人間の居住地を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする

包括的で、安全な、強靭で持続可能なまちづくりを進めることは首長や自治体行政職員にとって究極的な
目標であり、存在理由そのものです。都市化が進む世界の中で自治体行政の果たし得る役割は益々大きく
なっています。

目標12．持続可能な消費と生産のパターンを確保する

環境負荷削減を進める上で持続可能な生産と消費は非常に重要なテーマです。これを推進するためには市
民一人一人の意識や行動を見直す必要があります。省エネや３Rの徹底など、市民対象の環境教育などを
行うことでこの流れを加速させることが可能です。

目標13．気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る

気候変動問題は年々深刻化し、既に多くの形でその影響は顕在化しています。従来の温室効果ガス削減と
いった緩和策だけでなく、気候変動に備えた適応策の検討と策定を各自治体で行うことが求められていま
す。

目標14．海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、持続可能な形で利用する

海洋汚染の原因の８割は陸上の活動に起因していると言われています。まちの中で発生した汚染が河川等
を通して海洋に流れ出ることがないように、臨海都市だけでなくすべての自治体で汚染対策を講じること
が重要です。

目標15．陸上生態系の保護、回復および持続可能な利用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対
処、土地劣化の阻止および逆転、ならびに生物多様性損失の阻止を図る

自然生態系の保護と土地利用計画は密接な関係があり、自治体が大きな役割を有するといえます。自然資
産を広域に保護するためには、自治体単独で対策を講じるのではなく、国や周辺自治体、その他関係者と
の連携が不可欠です。



出典
一般社団法人建築環境・省エネルギー機構「私たちのまちにとってのSDGs -導入のためのガイドライン- 」

目標16．持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推進し、すべての人々に司法へのアクセスを提
供するとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的な制度を構築する

平和で公正な社会を作る上でも自治体は大きな責務を負っています。地域内の多くの市民の参画を促して
参加型の行政を推進して、暴力や犯罪を減らすのも自治体の役割といえます。

目標17．持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

自治体は公的／民間セクター、市民、ＮＧＯ/ＮＰＯなど多くの関係者を結び付け、パートナーシップの
推進を担う中核的な存在になり得ます。持続可能な世界を構築していく上で多様な主体の協力関係を築く
ことは極めて重要です。


